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2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
４月 ４月 ４月 ４月 ４月７月６日

（公布日）

大
企
業

中
小
企
業

４月

労働基準法
・割増賃金率見直しの
猶予措置の廃止

パートタイム・有期雇用
労働法

労働者派遣法

労働者派遣法

労働時間関係 同一労働同一賃金関係

パートタイム・有
期雇用労働法

労働基準法
・上限規制

設定改善法
・勤務間インターバル

安全衛生法
・産業医、産業保健強化
・労働時間の状況の把握

労働基準法
・高度プロフェッショナ
ル制度
・年休取得義務
・フレックスタイム

労働基準法
上限規制の適用猶予廃止
・自動車運転者
・建設
・医師
・鹿児島沖縄砂糖製造業

労働基準法
上限規制の適用猶予廃止
・自動車運転者
・建設
・医師
・鹿児島沖縄砂糖製造業

労働基準法
・上限規制、賃金請求権
延長

設定改善法
・勤務間インターバル

安全衛生法
・産業医、産業保健強化
・労働時間の状況の把握

労働基準法
・高度プロフェッショナ
ル制度
・年休取得義務
・フレックスタイム

その他の法改正関係

女性活躍推進法
・情報公表

６月

＜中小企業＞ 資本金の額又は出資の総額 or常時使用する従業員の数

①製造業など（②～④以外） ３億円以下 300人以下

②卸売業 １億円以下 100人以下

③サービス業 5,000万円以下 100人以下

④小売業 5,000万円以下 50人以下

女性活躍推進法

・プラチナえるぼし認
定

労働施策総合推進法
・パワハラ防止対策

女性活躍推進法
・労働者数１０１人以上
３００人以下に行動計画
策定等

労働施策総合推進法
・パワハラ防止対策

育児・介護休業法

・看護休暇、介護休
暇(時間単位取得）

１月

育児・介護休業法

・看護休暇、介護休
暇(時間単位取得）

１月

男女雇用機会均等法
育児・介護休業法
・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ対策の強化

男女雇用機会均等法
育児・介護休業法
・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ対策の強化

６月

労働基準法
・賃金請求権延長

高齢者雇用安定法

労災保険法

労働施策総合推進
法

・中途採用者の公
表

雇用保険法
・65歳以上の労働
者に適用

１月

自動車運転者労働時間等の
改善のための基準（改善基
準告示）の施行

労働基準法施行規則
・賃金の口座振込み等
について
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対象 明示のタイミング 新しく追加される明示事項

すべての
労働者

労働契約の締結時と
有期労働契約の更新時 1．就業場所・業務の変更の範囲

有期
契約
労働者

有期労働契約の
締結時と更新時

2．更新上限の有無と内容
(有期労働契約の通算契約期間または更新回数の上限)

＋更新上限を新設・短縮しようとする場合、
その理由をあらかじめ説明すること

無期転換ルールに基づく
無期転換申込権が

発生する契約の更新時

3．無期転換申込機会

無期転換後の労働条件

＋無期転換後の労働条件を決定するに当たり、
他の正社員等とのバランスを考慮した事項の
説明に努めること

2024年4月からの労働条件明示のルールが変更されます
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1枚目
（一般労働者用；常用、有期雇用型） 

労働条件通知書 

                                                                年  月  日 

          殿 

事業場名称・所在地 

使 用 者 職 氏 名 

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（  年  月  日～  年  月  日） 
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入 
１ 契約の更新の有無 

 [自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（  ）] 

２ 契約の更新は次により判断する。 
  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力 
  ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況 

・その他（                              ） 
３ 更新上限の有無（無・有（更新  回まで／通算契約期間  年まで）） 
【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合】 

本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込みをすること
により、本契約期間の末日の翌日（ 年 月 日）から、無期労働契約での雇用に転換することができ
る。この場合の本契約からの労働条件の変更の有無（ 無 ・ 有（別紙のとおり） ） 

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】 
無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者） 
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（   年  か月（上限 10 年）） 
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間 

就業の場所 （雇入れ直後）           （変更の範囲） 

従事すべき 

業務の内容 

（雇入れ直後）           （変更の範囲） 

 
【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】 
・特定有期業務（            開始日：    完了日：    ） 

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換((1)～(5)
のうち該当す 

るもの一つに

○を付けるこ

と。)、所定時

間外労働の有

無に関する事

項 

１ 始業・終業の時刻等 

 (1) 始業（   時   分） 終業（   時   分） 

 【以下のような制度が労働者に適用される場合】 

 (2) 変形労働時間制等；（  ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間

の組み合わせによる。 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

  (3) ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。 

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から  時 分、 
（終業） 時 分から  時 分、 

                     ｺｱﾀｲﾑ         時 分から  時 分） 

 (4) 事業場外みなし労働時間制；始業（ 時 分）終業（ 時 分） 

 (5) 裁量労働制；始業（ 時 分） 終業（ 時 分）を基本とし、労働者の決定に委ね

る。 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条 

２ 休憩時間（  ）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有 ， 無 ） 

休   日 ・定例日；毎週  曜日、国民の祝日、その他（         ） 
・非定例日；週・月当たり  日、その他（          ） 
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間  日 
○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

休   暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→     日 
         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無） 
         → か月経過で  日 
         時間単位年休（有・無） 

２ 代替休暇（有・無） 
３ その他の休暇 有給（          ） 
         無給（          ） 
○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

（次頁に続く） 

労働者全般に
関する項目

有期契約労働者
に関する項目
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賃   金 １ 基本賃金 イ 月給（     円）、ロ 日給（     円） 

       ハ 時間給（    円）、 

       ニ 出来高給（基本単価    円、保障給    円） 

       ホ その他（     円） 

       ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等 

 
 
２ 諸手当の額又は計算方法 

  イ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

  ロ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

    ハ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

  ニ（  手当    円 ／計算方法：           ） 

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

    イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（   ）％ 

              月６０時間超 （   ）％ 

          所定超 （   ）％ 

  ロ 休日 法定休日（   ）％、法定外休日（   ）％ 

  ハ 深夜（   ）％ 

４ 賃金締切日（   ）－毎月 日、（   ）－毎月 日 

５ 賃金支払日（   ）－毎月 日、（   ）－毎月 日 

６ 賃金の支払方法（            ） 

 ７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（   ）） 

８ 昇給（ 有（時期、金額等        ） ， 無  ） 

９ 賞与（ 有（時期、金額等        ） ， 無  ） 

10 退職金（ 有（時期、金額等        ） ， 無 ） 

 

 

退職に関す 

る事項 

１ 定年制 （ 有 （  歳） ， 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（  歳まで） ， 無 ） 
３ 創業支援等措置（ 有（  歳まで業務委託・社会貢献事業） ， 無 ） 
４ 自己都合退職の手続（退職する  日以上前に届け出ること） 

５ 解雇の事由及び手続 

 

 

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条 

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ） 
・雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口 
  部署名       担当者職氏名        （連絡先         ） 
・企業年金制度（ 有（制度名           ） ， 無 ） 

・その他 
 
 
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。 
  
 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するも

の）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者か

ら申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない

労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合

は、この「５年」という期間は、本通知書の「契約期間」欄に明示したとおりとなり

ます。 

 

以上のほかは、当社就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法（             ） 
※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。 

2枚目

労働者全般
に

関する項目
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ポイント（２） 業種別の上限規制改正後の適用
2024年３月31日で
猶予期間は終了しました！



法律改正 割増賃金について
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法改正により、年休を年間５日以上与えなければ
ならない対象労働者は、年１０日以上年休が付与
される労働者（管理監督者を含む）になります。

年次有給休暇付与日数

週所定
労働日数

年間の所定
労働日数

勤務年数

6か月 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年

週4日 169～216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

週3日 121～168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

週2日 73～120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

週1日 48～72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

正社員だけじゃな
くて、パートタイ
ム労働者等も対象
になります。

年次有給休暇付与日数

勤務年数 6か月 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年

付与日数 10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

正社員は、一年目から対象となりますが、短時間労働者（パートタイム労働者
等）の場合、『週所定労働日数４日の労働者は四年目』 、『週所定労働日数３日
の労働者は六年目』から対象となります。

正社員

週所定労働日数５日以上

または

所定労働時間数３０時間以上

週所定労働日数５日以上

または

所定労働時間数３０時間以上

パートタイム等

働く日数に応じて、右図のよう

に付与される日数が変わる。

働く日数に応じて、右図のよう

に付与される日数が変わる。

対象者は？ポイント（１）



（例） 労働者が自ら５日取得した場合 ⇒ 使用者の時季指定は不要

労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合 ⇒ 〃

労働者が自ら３日取得した場合 ⇒ 使用者は２日を時季指定

この「年間5日」の考え方とは、どんな形であれ年休を取得した日数の合計に
なります。
つまり、労働者が自発的に取得した日数、使用者が時季指定して取得させた日

数、計画年休制度で取得した日数を合わせて、5日達成すれば問題ありません。

対象労働者全員に聴取し、時季を指定する
必要はありません。

あんまり休めて
いない労働者を
フ ォ ロ ー し ま
しょう☆

過去の状況から、年間５日
以上の年休を取得するであ
ろう労働者

基本的に何もする必要はありま
せん。（年休は本人の自主的な取
得が最も望ましいため）

過去の年休取得状況が、
年間5日未満の労働者

適宜聴取した上で、時季指定
により、年間5日を取得をさせ
る必要があります。

全員に時季指定する必要がある？ポイント（２）



★お盆時期の例

計画付与とは、付与日数から5日を除いた残りの日数に
ついて会社が指定した日を有給休暇として与えることです。
例えば、付与日数が１０日の場合は５日、２０日の場合は

１５日までを対象とできます。
但し、導入する場合は、就業規則と労使協定の締結が必要です。

方式 付与の方法 適した事業場

一斉付与方式 全従業員に対して同一に付与
製造部門など操業を止めて全従業員を休ませることができる事
業場などで活用

交替制付与方式 班・グループ別に交替で付与
流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業
場などで活用

① 導入のメリット

労務管理がしやすく、計画的な業務運営が可能。

③ 活用方法

② 導入例

お盆の時期など所定休日の間に挟んで、長期休暇
にするなどがあります。

一定の条件のもと、会
社が自由に年休日を決
定できる制度です。

計画年休制度って何？ポイント（３）



必要に応じて、いつ
でも出力できる仕組
みとした上で、シス
テム上で管理するこ
とも出来ます

基準日

付与日数

繰越し日数

合計

取得日数

2019 2019 2019 2019

4/4(木) 5/7(火) 6/3(月) 7/1(月)

１日 １日 ０．５日 １日

2019 2019 2019 2019

8/1(木) 8/13(火) ８/1４(水) 8/1５(木)

０．５日 １日 １日 １日

2019 2019 2019 2019

９/９(月) １０/１５ １２/２５ １２/２６

１日 １日 １日 １日

年次有給

休暇取得

日数

付与日

２０１９年　４月１日

　１8日

２０２０年　４月１日

　２０日

１１日

２９日

１５日

３５日

１４日

労働者ごとに、年休の時季、日数、基準日（年休
の付与日）を明らかにした年次有給休暇管理簿を作
成しなければなりません。
また、管理簿は、３年間の保存期間があります。

『管理簿』を作成ポイント（４）

(例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する。

日数

基準日

（補足）
基準日から１年以内の期間における年休取得
日数（基準日が２つ存在する場合 には１つ目
の基準日から２つ目の基準日の１年後までの
期間における年休取得日数）を記載する必要
があります。

（補足）
基準日が２つ存在する場合には、基準
日を２つ記載する必要があります。

時季（年次有給休暇
を取得した日付）



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46


